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監査公表第７号 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。)第２４２条第５

項の規定により、住民監査請求に係る監査を行ったので、監査の結果を、次の

とおり公表します。 

 

平成３０年（２０１８年）２月２０日   

 

 

城陽市監査委員 川 村  和 久 

               

 

 

第１ 措置請求の概要 

１ 請求人 

   住所 略 

   名称 略  

   住所 略 

   名称 略  

   住所 略 

   名称 略  

２ 請求書の提出日 

  平成３０年 １月１１日 

３ 請求の要旨(原文のとおり) 

  城陽市は、「セール・アンド・リースバック方式」の導入で、行政財産

である「文化パルク城陽」の建物を売却し、同建物の敷地を無償貸付する

ことを提案し、昨年１２月２５日開催の市議会で議決された。これを受け

、城陽市は、第一買受予定人に選定したＮＴＴファイナンス株式会社との

契約の手続に入るとされている。 

地方自治法第２３８条第４項に規定する「行政財産」である文化パルク

城陽の売却は、地方自治法第２３８条の四第１項に抵触する違法行為であ

り、請求者らは、上記契約の締結及びその履行の停止を求める。 

文化パルク城陽は、文化ホール（プラムホール、ふれあいホール、市民

プラザ、会議室等）、こども館（コスモホール及びプレイルーム）、コミュ

ニティセンター、図書館、歴史民俗資料館、公園をもって構成され、城陽

市も「市を象徴する建物」としてきた。「城陽市文化パルク城陽の設置及

び管理に関する条例」では、「市民が芸術に感動し、文化を創造し、とも

に交歓する場を提供することにより、市民の文化活動の向上を図り、もっ

て市民福祉の増進に寄与するため、大規模複合文化施設として設置」され

たもので、地方自治法の規定する「行政財産」である。 
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地方自治法第２３８条第３項は「公有財産は、これを行政財産と普通財

産とに分類する」と規定し、同条第４項は「行政財産とは、普通地方公共

団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産」と

している。 

この点から、文化パルク城陽は、建物及び同建物と一体である敷地を含

めて、「城陽市文化パルク城陽の設置及び管理に関する条例」の規定から

いっても、文化パルク城陽の現実の利用の実態からいっても、公共用に供

される「行政財産」であることは明確である。 

また、地方自治法第２３８条の四第１項では、「行政財産は、次項から

第四項までに定めるものを除くほか、これを貸し付け、交換し、売払い、

譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定するこ

とができない。」としている。そして、同条第６項では「第一項の規定に

反する行為は、これを無効とする。」と明確に規定している。 

城陽市は、市議会での質問に対して、「行政財産が売却できないのは分

っている。一旦普通財産に切り替え売却し、その後（リースの返済が終了

した場合は、文化パルク城陽は城陽市に返還される予定であり、返還され

たときに）行政財産に変更する。」「（行政財産の普通財産への変更は）市

長権限で出来ること」とし、文化パルク城陽の今後の活用については議会

において「公の財産として継続して使用していくことを前提にしている」

と答弁している。城陽市が発行している「広報じょうよう」の平成２９年

（２０１７年）１２月１日付や、城陽市のホームページでも「これまでど

おり、ご利用いただけます」としており、「セール・アンド・リースバッ

ク方式」導入後も城陽市は文化パルク城陽の行政機能は同じであるとして

いる。 

上記の城陽市の説明によれば、文化パルク城陽の行政機能は「セール・

アンド・リースバック方式」の実施前と後で何ら変更はなく、そうである

とすれば、文化パルク城陽の行政財産としての法的性質に何ら変化はなく

、城陽市長が文化パルク城陽を「普通財産」に変更するのは、地方自治法

第２３８条の四第 1 項の脱法行為であり、同条第 6 項により無効である。

この点は、仮に文化パルク城陽の売却提案が市議会で可決されても何ら変

わらない。  

城陽市の主張する、行政財産の機能を維持したまま、普通財産に変更し

売却や敷地の無償貸し付けを行うことは、地方自治法第２３８条の四第１

項に明白に抵触する違法行為である。 

さらに、第一買受人から「セール・アンド・リースバック方式」で８０

億円を取得することは、違法な財産の取得となる。文化パルク城陽の敷地

無償提供についても、「財産の管理を怠る事実」である。 

また、「セール・アンド・リースバック方式」により文化パルク城陽を

８０億円で売却し、リース料として２５年間９９億９０００万円、各年度
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の賃借料３億９９６０万円を支払うことになり、市民の税金１９憶９００

０万円が業者の利益となる不当な公金の支出にあたる。 

以上述べた点から、城陽市長奥田敏晴氏に対して、文化パルク城陽の建

物の売却及び同建物の敷地の無償貸与の契約の締結及び履行の停止を求め

る次第である。 

４ 請求人から提出された事実を証する書面 

・地方自治法関係条文抜粋 証 №１ 

・財産処分に係わる議案書写し 証 №２ 

・財産の無償貸付係わる議案書写し 証 №３ 

・城陽市文化パルク城陽の設置及び管理に関する条例 証 №４ 

・市有財産（文化パルク城陽）セール・アンド・リースバック募集要領

写し 証 №５ 

・選定結果文書 証 №６ 

・広報「じょうよう」２０１７年１２月１日号写し 証 №７ 

・城陽市ホームページ発表２０１７年１２月２８日付文書 証 №８ 

（注）事実を証する書面の内容については、記載を省略した。 

 

第２ 請求の要件審査 

本件請求は、法第２４２条所定の要件を具備しているものと認め、これを受

理した。 

 

第３ 監査委員の除斥について 

 本件請求の監査において、谷直樹監査委員は、法第１９９条の２の規定によ

り除斥された。 

 

第４ 監査の実施 

１ 監査対象事項 

  平成３０年１月１１日付措置請求書において請求された下記事項を監

査対象とした。 

⑴ 城陽市が所有する文化パルク城陽（京都府城陽市寺田今堀１番地外所

在）について、セール・アンド・リースバック契約の締結及び同契約の

履行をすることが、法第２３８条の４第１項の規定に違反するものとし

て同条第６項により無効となるか。 

  ⑵ 文化パルク城陽の敷地（以下「本件土地」という）について、無償貸

与することが、法第２３８条の４第１項の規定に違反するものとして同

条第６項により無効となるか。 

  ⑶ 城陽市が買受人から８０億円を取得することは違法な財産の取得とな

り、文化パルク城陽の無償敷地提供が財産の管理を怠るにあたるか。 
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⑷ 文化パルク城陽を８０億円で売却した上で、リース料として２５年間

にわたり９９億９０００万円を支払うことについて、その差額である１

９億９０００万円の支払いが不当な公金の支出にあたるか。 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

法第２４２条第７項の規定により、平成３０年２月２日に新たな証拠の

提出及び陳述の機会を設けた。請求人は出席し、新たな証拠の提出と請求

の趣旨を補充する陳述がなされた。 

３ 請求人から提出された事実を証する書面 

・セール・アンド・リースバック契約書 証№９ 

・文化パルク城陽 季刊情報誌２０１８冬号  

パルクマガジンＶｏL ８９ 証№１０ 

・催し物のご案内 平成３０年（２０１８年）一月 睦月 証№１１ 

・催し物のご案内 平成３０年（２０１８年）二月 証№１２ 

（注）事実を証する書面の内容については、記載を省略した。 

４ 監査対象部局及び陳述 

   平成３０年２月２日に政策戦略監付次長、総務部の職員に対して、事情

聴取を行った。同日は、政策戦略監付次長、総務部の職員６人が出席し、

請求人が立ち会った。 

 

第５ 暫定的な停止勧告（法第２４２条第４項前段）について 

 １ 法第２４２条第４項前段の定める暫定的停止勧告は、当該行為が違法で

あると思料するに足りる相当な理由があり、当該行為により当該普通地方

公共団体に生じる回復の困難な損害を避けるため緊急の必要があり、かつ

、当該行為を停止することによって人の生命又は身体に対する重大な危害

の発生の防止その他公共の福祉を著しく阻害するおそれがないと認めると

きは、理由を付して監査の手続が終了するまでの間当該行為を停止すべき

ことを勧告することができるとされている。 

 ２ 監査委員は、本件請求の受理日現在、本件契約の締結は、近い将来、相

当の確実性をもってなされることは認めたが、本件契約の締結及びこれの

履行は、本件請求の受理日現在行われていないことを確認した。 

 ３ 上記受理時点において、本件における本件契約の締結及びその履行を城

陽市が行うことに関し、違法であると思料する相当な理由は監査委員にお

いて認められなかった。 

   また、本件契約はセール・アンド・リースバック契約であるところ、当

該契約において城陽市が負担する債務は賃料債務であって、使用収益する

ことによって発生する対価として初めて発生することからすれば、契約締

結後、直ちに回復困難な損害が発生するとは、およそ認め難い。 

   したがって、城陽市に回復困難な損害自体発生するものとは考えられず

、これを避ける緊急の必要性は存在しないものと認めた。 
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 ４ 以上より、違法性についての相当な理由及び損害の発生についての要件

を欠くものと認められたことから、他の要件を検討するまでもなく、監査

委員においては、上記要件を充足しないものと判断し、城陽市長に対する

当該暫定的勧告を行わなかったものである。 

 

第６ 監査の結果 

 １ 事実関係の確認 

   監査により認められた事実関係は、次のとおりである。 

  ⑴ 城陽市長奥田敏晴（以下「城陽市長」という。）は、平成２９年１２

月５日に、城陽市議会に対し、財産の処分に関する議案（議案第７３号

）及び財産の無償貸付に関する議案（議案第７４号）を提出した。 

   上記議案第７３号の内容は次のとおりである。 

   「１ 売払う財産 

     （１）種目 建物 

     （２）構造 鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コンクリート造 

     （３）所在 城陽市寺田今堀１番地、２番地、３番地 

           城陽市寺田島垣内１５番地、１５番地の１ 

                   １６番地、１７番地の１ 

                   １２０番地上の建物 

           （文化パルク城陽） 

     （４）延床面積 １９，９６８．８９９㎡ 

    ２ 売払予定額 ８，０００，０００，０００円 

    ３ 契約の相手方 

      所在地  東京都港区港南一丁目２番７０号 

      名 称  ＮＴＴファイナンス株式会社 

      代表者  代表取締役 坂井義清 

     提案理由 

     セール・アンド・リースバックの実施にあたり市有財産を処分した

いので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第８

号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年城陽市条例第７号）第３条の規定に基づいて、本案を

提案するものである。」 

   上記議案第７４号の内容は次のとおりである。 

   「所在 城陽市寺田今堀１番地 ほか 

    地目及び面積 田ほか １８，１４６．５６㎡ 

    １ 無償貸付の目的 

      上記所在の土地については、文化パルク城陽の敷地として取得し

たものであり、下記の相手方が文化パルク城陽の建物所有者となる

ため、無償で貸し付けるもの。 

    ２ 無償貸付の相手方 
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      所在地  東京都港区港南一丁目２番７０号 

      名 称  ＮＴＴファイナンス株式会社 

      代表者  代表取締役 坂井義清 

    ３ 無償貸付の期間 

      契約開始日より２５年間」 

  ⑵ 上記議案第７３号及び同第７４号について、城陽市議会は、平成２９

年１２月２５日に可決した。 

  ⑶ 城陽市長は、平成３０年２月１日に、文化パルク城陽を行政財産から

普通財産に変更した。 

  ⑷ また、同日に、城陽市は、ＮＴＴファイナンス株式会社（以下「ＮＴ

Ｔファイナンス」という。）との間で、城陽市はＮＴＴファイナンスに

対して、前記同日付で文化パルク城陽を８０億円で売却すること、ＮＴ

Ｔファイナンスは城陽市に対して、平成３０年（2018 年）２月１日から

平成５５年（2043 年）１月３１日まで、文化パルク城陽を年３億９９６

０万円の賃料にて賃貸すること、城陽市はＮＴＴファイナンスに対して

、前記賃貸借期間中、本件土地を無償で使用させることを主たる内容と

するセール・アンド・リースバック契約を締結した（以下「本件契約」

という。）。 

  ⑸ 同日、ＮＴＴファイナンスから、城陽市に対し、本件契約に基づく売

却代金として８０億円が支払われた。なお、上記賃料の設定については

、平成２９年第４回城陽市議会に平成２９年度城陽市一般会計補正予算

(第４号)議案として提出し、平成２９年１２月２５日に可決となった。 

 ２ 監査委員の判断 

  ⑴ 本件契約の違法性について 

   ア 城陽市は、行政財産であるところの文化パルク城陽について、普通

財産とした上で、本件契約を締結しているところ、それ自体は法第２

３８条の５第１項に基づくものであり、法第９６条第１項第８号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３

条に基づき、議会の決議を経てなされている。 

そこで、請求人が主張するような法第２３８条の４第１項を実質的

に潜脱する違法なものであるかどうかについて検討する。 

   イ 法第２３８条第３項は、公有財産を「行政財産」と「普通財産」と

に区別した上、前者については、同条第４項において「普通地方公共

団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産

をいい、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。」と

定めている。 

     同条にいう「行政財産」であるか「普通財産」であるかについては

、請求人が主張するような裁判例においても、主観的な判断で左右さ

れるものではなく、客観的に判断されるものとされており、それ自体

は首肯することができる。 
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   ウ 他方、法第１４９条第６号は、地方公共団体の長の権限として、「

財産を取得し、管理し、及び処分すること。」を定めており、公有財

産の分類については、かかる「管理」として、長の権限に属するもの

と解されている。 

   エ そもそも公有財産の使用目的は、社会情勢や財政上の問題などの複

雑かつ種々の事情から常に変動しうるものである。そのため、行政財

産としての保有形態を一義的に維持することが当該地方公共団体にお

いて困難となることは十分起こり得るところであるが、地方公共団体

の長においては、そのような複雑かつ種々の情勢の変動について対応

すべく政策的な判断を行う必要があること、ひいては当該政策的判断

に基づき財産の管理をより適切に行うべきことが求められることに鑑

みると、当該政策を実施するために財産管理として、公有財産の分類

を行うことも法第１４９条第６号の定める長の権限の範囲内と解する

ことができる。そのような長の財産管理（政策的判断）は、決して恣

意的になされるものではなく、選挙権を有する市民によって選出され

たという民主主義的な実質的根拠に支えられているものといえる。 

   オ 以上を踏まえ、本件契約についてみると、文化パルク城陽を売却す

る目的には、文化パルク城陽が城陽市を象徴とする施設であると位置

づけ、その利用形態を維持すべき重要性を十分に考慮しながらも、現

行の地方債制度が文化パルク城陽の耐用年数に応じた償還年数となっ

ていないことから、受益世代と負担世代のギャップの解消を図る必要

性があること、新名神高速道路の平成３５年度（2023 年度）全線開通

という好機を活かしたまちづくりに係るＪＲの高速化・複線化事業な

どの大型事業が複数進行している中において、市民に対する福祉の低

下を極力回避し、長期的な見地から財政運営を行うという正に社会情

勢や複雑な財政上の問題に対応することに迫られた状況下でなされた

ものである。 

そうすると、このような政策的な問題に対応すべく、適切な財産管

理として、城陽市長は、文化パルク城陽を普通財産とした上で、本件

契約を締結したものということができ、それは政策的判断を基礎とし

た法第１４９条第６号の権限の行使であるとみることができる。 

   カ また、城陽市長は、本件の経緯からすれば、現行法上、行政財産の

ままでは処分できないことを十分に理解しているものと解され、行政

機能を維持する必要性との調和を図る観点から、普通財産への変更を

行った上で、本件契約締結に及んだものであって、そこに法の趣旨を

潜脱する意図はなかったことは明らかである。加えて、本件契約につ

いては城陽市議会による議決がなされているところ、城陽市長の法第

１４９条第６号に基づく権限行使が適正なものであったかについて市

民の代表たる議会によって実質的に審査されているところである。 
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   キ さらに、法第２３８条の４第１項が行政財産の処分等を禁ずる趣旨

は、行政財産の処分等をすることによって地方公共団体の行政活動を

阻害することになることを防止する点にあると考えられる。 

     そうすると、単に行政財産を売却してしまうような場合には、行政

活動そのものができなくなることから、上記趣旨が妥当するところで

あるが、本件契約は、売買契約のみならず、同時に賃貸借契約を締結

することによって従前の行政財産としての機能を維持しつつ、上記政

策目的を果たそうとするセール・アンド・リースバック契約であって

、かかる契約の特殊性も踏まえると、同条項の趣旨にも反していない

ということができる。 

   ク 本件土地の無償貸与についても、文化パルク城陽は、適法な本件契

約に基づき、城陽市が賃借人となるところ、本件土地は、文化パルク

城陽所在土地であることからして、セール・アンド・リースバックと

いう政策の一環としてなされたものであり、財産の管理を怠る事実に

はあたらず、違法とはいえない。むしろ、上記政策目的と行政機能の

維持の調和から締結された本件契約にあたって不可欠であるといえる

。 

   ケ また、城陽市がＮＴＴファイナンスから売買代金８０億円を取得す

ることも、適法な本件契約に基づくものといえ、違法とはいえない。 

   コ 以上より、本件契約は、法第２３８条の４第１項に反するものでは

なく、同条第６項により無効とされるものではなく、本件契約に基づ

く売買代金の取得及び本件土地の無償提供も違法とはいえない。 

  ⑵ 賃借料の負担について 

    上述したとおりの適法な本件契約に基づく債務負担は、その契約の履

行上必須であり、これによって生じる賃料の支払いが不当な公金の支出

にあたらないことは明らかである。 

 

第７ 結論 

よって、請求人の主張には理由がなく、措置する必要は認められない。 

    

 


